
平成２６年度　第１回春日井市障がい者施策推進協議会　議事録

１　開催日時　平成26年５月26日（月）　午前10時から午後0時15分まで

２　開催場所　春日井市役所南館４階　第３委員会室

３　出席者　委員　会長　木全和巳（日本福祉大学）

委員　神田　進 （春日井市身体障害者福祉協会） 

田中　ヒサ子 （春日井市肢体不自由児・者父母の会） 

河野まゆみ（春日井市手をつなぐ育成会） 

黒川　修（春日井地域精神障害者家族会） 

荒井　つたえ（春日井市居宅介護支援事業者連絡会）

玉井　一男（愛知県心身障害者コロニー） 

中澤　和美（春日井保健所）

山本　順子（春日井公共職業安定所） 

大西　淳子（春日台特別支援学校） 

田代　波広（サポートセンター坂下）

鈴木　健一（公募委員） 

石黒　照人（公募委員）
事務局　　　健康福祉部長　宮澤　勝弘 

障がい福祉課長　稲垣　正則 

同課長補佐　中山　一徳 

同認定給付担当主査　清水　栄司 

同障がい福祉担当主査　長坂　匡哲 

同主任　川口　良子

同主事　土屋　岳陽

傍聴者　　　６名 

４　議題

　（１）障がい者総合福祉計画改定に係るアンケート調査結果について

　（２）第３次障がい者総合福祉計画の骨子案について

　（３）障がい者施策推進協議会のスケジュールについて

  （４）地域自立支援協議会について　

　

５　配付資料

　資料１　春日井市障がい者施策推進協議会委員名簿

　資料２　春日井市障がい者総合福祉計画改定に係るアンケート調査報告書

　資料３　第３次春日井市障がい者総合福祉計画の骨子案

　資料４　障害者基本計画

　資料５　第４期障害福祉計画に係る基本指針

　資料６　平成２６年度春日井市障がい者施策推進協議会のスケジュール

　資料７　地域自立支援協議会と施策推進協議会の関係

　資料８　春日井市地域自立支援協議会の概要

６　議事内容

【事務局】（あいさつ）

（委嘱状交付　新委員の紹介　任期の説明）

【事務局（部長）】（あいさつ）

【新委員】（あいさつ）
【事務局】　本日は大村委員から欠席の連絡をいただいています。

　　　　　委員定数の過半数以上の出席をいただいておりますので、本協議会要綱第６条第２項の規定により、会議が有効に成立していることをご報告いたします。
　本協議会については、市の情報公開制度により公開となっています。本日の傍聴者は６名です。
　本会議の議事録については、要点筆記とします。これまでは大村委員に署名をいただいておりましたが、本日は欠席ですので、後ほど会長からご指名をお願いしたいと思います。
　今後の議事進行については、木全会長にお願いいたします。

【木全会長】　はじめに議事録の署名人をご指名させていただきます。今回は神田委員にお願いいたします。新たに３名の委員の方にもご参加いただきながら、今年度は計画づくりをしなければいけません。私は知多のほうでも圏域アドバイザーをしております。最近は、「３つの計画」という話をさせていただいております。
　１つ目は「私の計画」で、これはサービス等利用計画や直接支援をしていくときのそれぞれの事業の名称がついた支援計画、指導計画、個別支援計画等で、本人つまり当事者の計画ということです。特にサービス等利用計画については、今年度中にサービスを使っている方にとってよいものを、できるだけ丁寧に作っていこうということです。
　２つ目は、今回みなさまと一緒に作っていくもので、「私たちの計画」というものです。障害者基本法に基づく全体の障害者福祉計画と、その中で特に福祉サービスの数値等を市の実態に合わせて受け止めながら数値目標化していくという計画で、当事者、家族、事業者を中心にした「私たちの計画」だと思います。
　３つ目は、「みんなの計画」になります。委員の中にも当事者の方がおみえになるかと思いますが、いつ私たちも当事者やその家族になるのかわかりません。市民として、この計画が「私」や「私たち」だけのものではなく、市民の皆さんが安心して春日井市で暮らしていける計画づくりを一緒に考えていきたいと思います。
　「私の計画」、「私たちの計画」を「みんなの計画」にするということを、改めてお願いしながら、今年度の一年を進めていきたいと思いますので、ご協力のほどお願いしたいと思います。

本日は、皆さまに宿題を出していただきました。なぜかと言うと、このアンケートをそれぞれのお立場から、前もって読んでいただき、市の中での重点目標を皆さんと一緒に作っていきたいということです。今回このアンケートをご本人とご家族の方、市民の方にとらせていただき、それぞれのお立場から、何が重点なのか、その理由についても今回出していただきたいと思いました。それを委員分のご発言をしていただきながら、一番に挙げたものが３点、二番が２点、三番が１点というように、全員まわると、春日井市の中で何を重点にして取り組むのか、今から事務局の方にアンケートの説明をしていただき、宿題等も振り返りながら20分ほど考えていただきます。もちろん私も作ってまいりました。発表していただきながら、どこが重点か確認するということを今日行いたいと思います。残りの時間は、骨子案の中身と今後作っていく重点目標の次回に向けての確認をさせていただき、今後どのようなスケジュールでやっていくのか押さえ、さらに自立支援協議会とこの会議との関係を再確認するということを行いたいと考えています。
　資料については、障害者基本計画というものが国ででき、それが資料４です。例えば資料４の５ページをご覧いただくと、とても大事な基本的な考え方があります。春日井市でもこの計画を作っていくときにも、「全ての国民が障がいの有無に関わらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重される」という理念が、新しく改正された障害者基本法の理念で、これに則り「全ての国民が障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指して講じられる必要がある」ということです。絶えずここに立ち戻りながら一緒に考えていきたいと思います。
　また、資料５の第４期障害福祉計画に係る基本指針も、ご覧いただきたい資料です。この基本指針に基づいて、特に障害福祉計画は市としても作成していくことになると思います。５月15日付けで、国が改正版を出しましたので、今日中に印刷して、皆さんにお配りします。今後、障害福祉計画を作っていく上では、国の指針を受け止めながら、どうしてもおかしい部分や無理な部分は市で判断する権限がありますが、国がどのような指針で第４期障害福祉計画を作ってほしいのかを出してきていますので、委員一人一人もそれを受け止めた上で議論をしていかなければいけません。大変な作業ですが、ここだけで作ってしまえば、今後、県や国に報告したときにつじつまが合わず困ることになりかねません。ご協力のほど、よろしくお願いいます。
　では、議題に沿って進めていきます。

＜議題１　障がい者総合福祉計画改定に係るアンケート調査結果について＞

【木全会長】　はじめに、障がい者総合福祉計画改定に係るアンケートの調査結果について、事務局より説明をお願いします。

【事務局】　（障がい者総合福祉計画改定に係るアンケート調査結果について、資料２に基づき説明）

【木全会長】　ありがとうございました。早速、皆さまのほうから重点課題を出していただきながら進めたいと思います。出されたものを並べながら、アンケートの分析をしていきたいと思います。順番にお願いします。

【神田委員】　10ページの障がい者の性別というところの状況ですが、女性の割合が増えていると感じました。過重労働や介護の疲れで障がい者になる場合も多いのかと思います。
　37ページの知的障がいのある人では相談支援と短期入所の利用意向が高いということで、このようなところは進んだと感じます。相談支援体制を厚生労働省がどんどん進めている関係で、皆さんが利用される機会が増えたのかと思います。
　67ページに、生徒の障がいのある人への理解ということで、取り組みが挙がっていますが、生徒の障がいへの理解の促進ということが今後はもっと重要になるかと思います。以上３点のことを思いました。よろしくお願いします。

【木全会長】　重点課題を出していただきたいということでした。最初の女性が多いということは回答した方に女性が多いということでしょうか。障がいがある方の家族の障がい回答者との続柄ですので、回答した人に女性が多いということであり、障がい当事者に女性が増えてきているということではないのだと思います。

【事務局】　回答された方の性別です。

【木全会長】　回答した家族の性別ですから、お母さんが回答した割合がとても高いということですね。あえて言えば、家族介護と女性の介護が多いということです。障がいがある方の介護は家族が長くやっていて、アンケートに回答するときにも、その方々が回答しているということで、ほとんど女性が担っているということを課題にすることはできると思います。

【神田委員】　37ページの相談支援について、支援体制を皆さんで進めている形かと思いますが、進んでいる感じはいたします。
【木全会長】　ここでは相談支援の課題があるということを、ここで読み取らなければいけないということです。
　最後のところは、共生社会をより実現していくためには、子どもたちと一緒にしていくということで、社協や教育委員会のプログラムをもっと充実していただきたいということですね。ありがとうございます。

【田中委員】　全体的に、アンケートの中で大切な制度に関しても「特にない」、「聞いたことはあるがよくわからない」、「知らない」、「聞いたことがない」という方がとても多かったことが残念です。現実はこのようなものなのです。私は当事者の保護者なのですが、私どもが情報の収集能力に欠けるのか、という思いがあります。そのようなところがたくさんあり過ぎて、ここでどれかを選ぼうとしても、困ってしまします。

【木全会長】　全体的に、きちんと知らせていないとか、伝わっていないので、回答の「知らない」「わからない」が多くなるということですね。知ろうとしないという場合もあるかと思います。

【田中委員】　提供する側に問題がある場合もあるかもしれませんが、提供を受ける側の意識が、現実の生活に追われていて余裕がないということを感じました。
　課題としては、60ページの災害など緊急事態の対応ということになります。災害時要援護者避難支援制度は３・11のときにもありましたが、皆さんの危機管理の意識が薄れているかもしれません。最近、肢体不自由児の父母の会の総会を行いましたが、意外に関心度が低く、知らない方もいました。これほどよい制度があるのに、この制度をよりよい方向に育てていこうという当事者の意識も必要だと感じました。
【木全会長】　災害問題のところを言い続けたほうがよいという課題ですね。

【田中委員】　はい。結果として２番目も同じ災害の問題についてですが、よい制度に目が向かないとうことは残念です。
　３番目は64、65ページの障がい者の人権についてです。日常生活自立支援事業についても、知っている方の割合は低く、将来的に利用したいという方も少なく、意外に利用する必要がないと答える方が多いことが気になりました。先のことを広く考えるこころの余裕をもって、障がいを抱える子どもを支えていきたいですし、当事者ももっと自分の将来のこと全般を考えたりすることが根付いたらよいと思います。

【木全会長】　わかりやすく金銭管理と書いてありましたよね。「将来的な金銭管理も含めて、知っていますか」と「使いたいですか」というところの割合が低かったので、そこが気になるということでした。

【河野委員】　先ず「日常生活について困っていることは特にない」と回答されている方について、ご本人は困っていないけれども、家族からは疲れているというような言葉がでます。特に困ってはいないけれども「急なことが起きたときに不安である」という不安感が全てのところに出ていると思います。これが気になりますので、これを重点課題として１番目に挙げます。
　２番目は、34ページ以降の障がい福祉サービスについてです。先ほど「私の計画」というお話がありましたが、まず計画相談でサービスと利用計画を考えて全体を考えるということをしていかないといけないと思います。今の状況は、今日と明日がつながっていくから困り感がないということですが、自立支援協議会の報告の中にもあり大変気にしていますが、緊急なことが起きたときにご本人の生活が途切れるという事態が現実に起こっています。いろいろなサービスとつながっておくためには、何もないところからやっていかなければいけません。まず、サービスと利用計画や支援センターとのつながりなどを考えたとき、必要ないからサービスを利用しないという意識ではなく、その人らしい生活をするために、少しずつサービスを利用していくように、本人も家族も考えていかなければいけないと感じましたので、福祉サービスについてという部分を重点課題として挙げました。サービスの利用の量的なものは一時期よりも整ってきているかと思いますが、ショートステイが少し利用しづらいことや、移動などつなぐサービスに制限があることが気になります。多くの方が外出しているという状況が見て取れ、家族が支えている部分がとても多いと思いますが、本人らしい生活というものを思えば、このようなところでもサービスが使えてくると非常によいと思います。量的な部分も、より整っていくとよいと感じます。
　３番目は、62ページ以降の障がい者の人権等についてです。難しい語句が並んでいますが、まずこれがよくないと考えています。また「障がい」という言葉も壁であると思います。いろいろな制度の正式名称、例えば「障害福祉計画」というものを少し崩して情報発信できるような工夫が必要かと思います。差別解消法や障害者虐待防止法、成年後見制度、日常生活支援事業などがよくわからないという方がたくさんおられますが、これは当然だと思いますので、もっとわかりやすい形で情報発信すること、ましてや本人はわからないのが当たり前かと思いますので、そういう方にもわかりやすいように情報を発信することで、権利の部分も整っていくのではないかと思い、３つ挙げました。

【木全会長】　ありがとうございました。どのように分けて、どのように入れていけばよいか難しいですが、やっていきましょう。

【黒川委員】　精神障害者家族会むつみ会の黒川です。私が第１の重点課題として挙げたものは、40ページの保健・医療についてです。精神障がいのある人の上の表と下の表も合わせて見ていただきたいと思います。他の障がいに比べて医療費の全体額、一般医療で通院する回数ともに少ない傾向が見て取れると思います。これは、当事者が２分の１の自己負担が重くて、かかりづらいということを示しているのではないかと思います。他の障がいでは全額助成されているという現状から、比率だけから見ると０円という項目も出ているのだと思います。これから読み取れるものは障がい間の負担の格差であり、それを無くして、平等に一般医療機関を受診することができるようにすることも施策として必要ではないかと感じました。
　第２の重点課題は15ページの２項目の日常生活についてです。上の表の「特にない」というものは先ほどの解説にあったとおりです。その次の「急に体調が悪くなったときの対応」についても、大体共通した傾向がみられます。そういう意味では障がい別の重点課題を取り上げると、障がいの分野では「近所の人との会話やつきあい」に難しさを非常に感じているということで、共通の項目を外すと１位に挙がってきているのだと考えられます。精神に障がいをもつ方々は、一般的に人間関係や社会的コミュニュケーションにおける障がい特性を有すると言われていますが、緩やかな社会復帰へのつながりということで、基幹相談支援センター、当市ではしゃきょうに併設が可能だとされている精神障害者地域活動支援センター１型の開設が望ましいのではないかと思います。補足いたしますと、今回、障害者基本法の資料を巻末に添付していただき、本当にありがとうございました。このような機会がないと、真剣に目に触れ、目を通すことがないので、大変勉強になりました。
　第３の重点課題は、36ページから37ページ、障がい福祉サービスについてです。何人かの方からのご指摘通り、利用しない理由についていろいろな見方があろうかと思います。このチャートで特徴的な傾向がみられると思います。精神障がいのある人では、上段下段すべてにおいて２桁の項目が出ています。22年度のアンケート結果と比べると、ウエイトは変わってきていますが、ほぼ同じような傾向を持っています。これは精神障がい者の特性に合わせたサービスの手法が、22年以降今日に至っても開発できないでいるということを示しているのだと思います。さらに、サービス機関が障がい特性に合わせたサービスの手法を知ることが必要だということを示していると感じました。今後は、ぜひ施策の中で、障がい特性に合わせた手法、技能、リハビリ、社会復帰へのプロセスというものを考えていただきたいという意見です。

【木全会長】　ありがとうございました。

【荒井委員】　居宅介護の事業所の現場で皆さんと話をしてきましたが、最初に災害のことが出ました。災害時には家族に一番に助けていただくということがあります。その裏を返せば、そこから先の応援者がいないという意見が出て、結局、障がいのある方一人一人の避難経路などのマニュアルが、本当はいるのではないかという話が出ました。災害に対しては、いろいろな避難所を知っておくとか、避難方法ももう少し周知されるような取り組みもしていただくとよいという話もありました。
　先ほどのご意見にもありましたが、周知徹底という部分が非常に弱いので、「知らない」という回答がとても多いのだと思います。また67ページの子どもの教育というところが一番基になるのではないかと思います。仕事中でも、隣近所にいる子どもたちが集団になりいじめてくるということも起きてきますので、特別視するのではない教育を初めからする必要があると思います。障がい者がみんなの中で暮らすことがよいと思っても、教育が行き届かないと、大人たちにも、周りの人が迷惑だと言われてしまうこともあります。67ページのことを、より進めてほしいということです。
　また、事業所に勤める方の質の向上ということで、育成が非常に弱いと思います。講習などでレベルを上げていかないといけないと感じます。そのためにもっと教育が必要だと思います。先ほどの児童の教育と同じで、質を上げていくという取り組みがあるとよいと思いました。

【木全会長】　３つ目はアンケートに入れなかったのですが、「支援する側の対応に満足していますか」というような設問を入れれば、いろいろな回答が得られたかと思います。

【玉井委員】　愛知県コロニーの玉井です。よろしくお願いします。コロニーとしての見解ではなく、個人の見解を述べさせていただきます。
　第１は、50ページから53ページの情報の入手手段についてで、これは皆さんからもご意見が出たことです。「福祉などの情報を得る手段は何ですか」と聞いていますが、やはり市の広報を皆さんが頼りにしていると思いました。ホームページ、電子メールと書いてありますが、これがどういう内容なのかはわかりません。そういうものを福祉の情報を入手する手段として位置付けてやっていただきたいと思いました。実際の春日井市の福祉制度も、広報の中に「福祉の広報」というものを１枚挟み込んだりすれば、よりわかりやすいのかもしれません。皆さんにも知ってもらうということであれば、先ほどのご意見にあったように、わかりにくい言葉を使わずに、「お金を下ろしてくれる人がいます」というような表現を使って、広報の中に刷り込んでいただけばよいと思います。情報入手手段の整備ということです。
　第２は、15ページの「生活をしていく上で支援がなくて困っていることはどのようなことですか」ということで、困りごとについては、当然、ご本人とご家族では変わってくると思います。ただ、ご本人からも、急に体調が悪くなったときのやり方がわからないという意見がありますので、緊急の入院先や病院の受診に係ることが、遠慮なく聞けるところが確保できるとよいと思います。障がいがあると、急に病気になったときに診てもらえないということがないように、先ほど個別の避難経路のように、個別の受診先リストなどを作っていただければよいと思います。緊急入院先、受診先の確保ということです。
　第３は可能であれば、ということですが、９ページの発達障がいの有無ということです。これは発達障害者支援法の自閉症、ＡＤＨＤなどの発達障害ということですが、それがかなりの数あるということで、児童に関しては５割以上、知的障がいでも３割５分、特性のある人はもっと多いということです。そのような方が、何を望んでいるのかですが、当てはまるものがアンケートの項目にはないと思います。どんなことで、特性的に困っているのかを調査し、把握していただき、少し支援策を講じていただけるとうれしいと思います。

【木全会長】　ありがとうございました。
発達障がいのところは、国の生活しづらさ実態調査がかなり詳しいので、次回はそれも皆さんに配付していただくということで、お願いします。
【鈴木委員】　今回の資料を見て、重点課題として取り上げたいところがたくさんありました。私の優先順位の１番として、29ページの「障がい者生活支援センターに相談をしたことがない」というご意見を挙げます。ないという場合もあるでしょうし、行きたくても行けないという場合もあると思います。身体の場合は、春日苑が障がい者生活支援センターになっていますが、場所が東のほうの山の中になります。本当は行ってみたいのだけれども、相談しやすい環境が整っていないし、場所も整っていないと感じます。他には聞いたことはあるが、よくわからないということも聞きますが、その施設ではどのような活動をしているかは大きな問題だと思います。相談員の中に障がい者はいるのか、健常者ばかりなのかということもあります。やっていることの内容がわからないというのは少し問題です。生活支援センターがやっている内容がわかれば、相談しやすくなると思います。自分も障がい者ですので、相談員やカウンセラーに障がい当事者がいると相談しやすいと思います。相手が健常者だとわからないこともあります。本当に当事者のことがわかっているのか不安ですので、このような情報は出してほしいと思います。
　２点目は、59ページ、災害などの緊急支援の対応についてですが、私ども障がい者は非常時には指定の避難所に行かなければいけません。その避難所が車いすの人にとっては、かなり不便な場所である場合もあります。避難所に多目的トイレがない、そして学校の体育館に入るのにスロープもないところもあります。階段を使い、上げてもらわなければいけません。それでは、避難するのも大変です。他には間仕切りがないという問題もありますし、障がい者に限ることではないですが、救援物資として持ってきていただいた弁当のおかずが、アレルギーがあって食べられないという問題もあります。そのような場合の対応が少し不安で、改善をしていただければよいと思います。
　３番目は88ページ、自由意見で就労についてです。特に就労関係の情報が少ないと思います。就労移行支援とかＡ型、Ｂ型、もう１つありますが、そのような情報を定期的に提供するとよいと思います。春日井市内だけでは少ないので、隣の瀬戸市や名古屋市内、小牧市にもよいところがあると思いますので、そのような情報も提供していくとよいと思います。
　今日になって見つけたのを４番目に挙げます。障がい者への理解の問題です。いろいろなイベントをやるとか、学校での教育等もありますが、障がい者を知るためには、障がい者同士が日頃から参加できるようなイベントが少ないと感じていました。一昨日、岡崎でピアカウンセリングの講座にいってきました。ピアカウンセリングの講座というものは、公開講座や障がい者同士の講座がありますが、障がい者同士しか参加できない講座にはいろいろな障がいの方が集ってきます。車いすを使う方も、身体、知的、精神、発達障がいの方もいます。いろいろな障がいを知ることができるために、一番効果のあるイベントだと思います。公開講座は一般の方も参加できますが、ピアカウンセリングの公開講座のように、障がいの有無に関わらず参加できる行事やイベント開催をやっていただくと、障がいに関する理解というものが進むかと思います。

【木全会長】　大変申し訳ありませんが、12時に会議を終了したいと思いますので、先に進みたいと思います。

【石黒委員】　時間がありませんが、確認したいことがあります。これについて、市役所または担当者の方の見解は、この宿題と同じような形で出てくるのでしょうか。また、もう１点、平成22年から今までの間に数値的に悪くなっているものもあるというお話でしたが、それについてのお考え、つまり今までの施策がどのように行われ、今後について何らかの展望があるのかないのかの発表はあるのか、明らかにしていただきたいと思います。
　では、私の発表をさせていただきたいと思います。先に発言されたご意見と重なるところがありますが、１点目はページで表そうとしても、いろいろなことに関わってしまう内容ですが、２の日常生活についてです。障がい者生活支援センターあるいは相談事業所等で認知度を上げて、専門家のアドバイスをもっと受けられる機会を増やし、介護者の負担の軽減につなげるようなコーディネータが役割上必要ではないかと考えました。ページで挙げるとするなら、15、20、22、28、29、33、67ページです。情報の部分については、どのように結びつけるお考えなのかが弱いので出てしまったのではないかと考えました。
　２番目は、「障がいの程度、内容にあった教育・療育の機会」を作るように施策をするということで、いじめについてのご意見もありましたが、25ページにあるように、平成22年よりも25年のほうが相対的な割合は少なくなっているのですが、相対的な今年度の割合はまだまだ高いと考えています。障がいの程度・内容にあった教育・療育の機会を作り、特に知的障がいのある方々については、日常生活訓練、社会生活、就労という形でつなげていくことが大事なのではないかと感じました。
３番目は、24、25ページの児童・生徒および先生の理解が進むようなところが足らないということが書いてありますが、ではこれを地域としてどのように進めていくのかということを合わせて、先生が理解したからといって地域へ出てきていただき、サービス機関につなげていただけるのか、そこまで先生に期待するのかということで、最初に戻ってしまいます。このようなところで、まだまだ課題をつなげていく必要があるかと思います。
　以上３点で併せもって、家族の方が「今、やれているのでいいや」とお考えだという印象を受けました。今後について、日常生活支援やヘルパーの導入の場面を考えるということで、ライフステージの見通しを持てるようにしていただき、そのときの課題について取り組めるような姿勢づくりについて支援していく必要があるのではないかと感じました。

【田代委員】　自立支援協議会の代表として参加していますので、今までの自立支援協議会の取り組みや進み方とリンクさせながら、大きく３つ挙げました。いろいろなところにつながってくるので、どれとは言えませんが、説明したいと思います。
　１点目は15ページで、どの障がいのある方でも「急に体調が悪くなったときの対応」の割合が高いということに注目しました。21ページでは、福祉サービスを受けている方々に「心身が疲れる」「外出できない」という割合が多いということで、障がいが重い方やそれを支えているご家族については、さらに何か起きた場合に、「どうしようもない」「どうするのか決めていない」ということが多いと思います。自立支援協議会の中でも、「緊急時にどうしたらよいのか」という相談があり、さらには「どうしようもならなくなったときに、たまたま福祉サービスや支援センターとつながっていたから対処できた」という場合があります。そういうことをヒントにすると、サービスにつながっておくことが大切で、緊急時にショートステイがありますが、そればかりではなく地域の力もつけていかないと、すべて福祉サービスでは補えないという見解を、自立支援協議会も含めて出しています。この部分を１番としました。
　２点目は、日常生活と10項目の障がい者の人権についての項目になります。自立支援協議会の連携部会の中で、過去に学校との連携というものがありましたが、これがなかなか図れていないということがあります。目立ったのが学校に向けての障がい理解や個々の障がい特性への配慮、または先生や周囲の生徒の理解啓発の必要性で、数字的には高いものが出ています。いつも周知や理解というところが多いのですが、これをどう図っていくのかというところが施策として見えてくるとうれしいと感じます。
　３点目は日常生活・就業施策ということで、全てつながってしまいます。私も驚いたのですが、計画相談の割合が非常に高かったということで、「進んでいない」「知らない」と言いながら高いということで、非常に注目しています。それに関わって計画相談を進めていく中で、例えば就業のところで、知的障がいがある方は「働きたくない」という数字がアンケート上は出ており、もしくは「働ける状態にない」という数字も高くなっています。本当はどうなのかということを自立支援協議会と一緒に量っていけたらよと思います。短時間就労のニーズも高いですし、Ａ型、Ｂ型の説明から進んでいかないと、アンケートから見えない数字や中身も、協議会に期待していただき、両輪としてつながっていけたらよいということで、３つ大きくあげました。

【大西委員】　１番目は74ページの障がい者の人権について挙げさせていただきたいと思います。下の方の問の「５年前と比べて障がいのある人に対する差別や偏見は改善されたか」という問で、前回の調査より差別や偏見が改善されているという割合が若干減ってきているということです。これについてはなぜとりあげたかと言えば、障がいについての知識などは深めているというのが社会全体の動きであるにもかかわらず、実際にその上の問でも障がいを理由とする差別が増えていたりして、この辺りの原因に対する施策はどのようにしていくのかと感じました。
　２番目は69ページのホットラインのところです。当事者が助けてほしいと声をあげることは難しいことであり、ここでは障がいのない一般の方に向けられた問の割合も大切になっていると思いますが、一般の方が虐待に対するホットラインをどう捉えるか、虐待の現状をどう捉えるかということを施策でも盛り込んで、一般の市民に虐待に対する意識を浸透させていくことが大切だと思います。
　３番目は60ページの災害時などの緊急事態の対応です。災害時要援護者避難支援制度の認知度が非常に低いのですが、その前の質問で、緊急時に困ることが具体的に挙がっているのも関わらず、知られていないですし、61ページの登録したくないという理由の中にも「必要だと思わないから」という割合が高くなっていたりして、やはり十分な周知ができていないのではと感じます。災害時には地域で障がいのある方に対して一緒にやっていかなければいけないと思いますので、この辺りの取り組みが必要ではないかと思いました。
【山本委員】　ハローワークの山本と申します。春日井ハローワークの皆さんで協議したというわけではありませんので、私一個人の意見として出させていただきます。
　１番目は68、69ページの障がい者の人権についてです。障がい者虐待防止法や障がい者虐待防止ホットラインを「知らない、聞いたことがない」という回答が一番多いということで、ご本人方も、何かあったときに相談できずに我慢してしまっているということがあると思います。自分の中で、これくらいのことは仕方がないと思い、外へ発信できない状態でいる方がおられるのではないかと思います。そういうときに、どこかにつなげていければ、何とか解決方法が見つかるということを周知していく必要があるということが第１点目です。
　２点目は27ページの日常生活についてです。悩みや困ったことを相談する相手がご家族の方だという割合が非常に高く、家庭内でこもっている方が多いということがこの数字から読み取れると思います。家族だけで解決できることももちろんありますが、病気のことは病院、日常生活のことは施設、仕事にことはハローワークというように、いろいろな支援機関につなげていけば解決できることもあるのではないかと思われます。その方法を知らない方もおられます。家族以外にも相談できる相手ができるとよいと思います。
　３点目は61ページの災害など緊急事態の対応です。災害時要援護者名簿に登録したくないという方が非常に高いということで、ご本人と家族で解決できる部分もありますが、移動が困難、その後の生活支援も困難ということであれば、まずは登録していただき、何かあったときに助けがそこにいくような体制を使っていただけるように、周知・啓発が必要だと思いました。

【中澤委員】　春日井保健所の中澤です。私も個人の意見ということでお願いします。
１番目は68、69ページの障がい者の人権についてです。虐待防止ホットラインの認知度が低いということが挙がっていますが、合わせて、障がいがある方への理解を深めるためには、「学校における児童、生徒の障がいへの理解を促す教育」が必要としている割合が８割近いということで高くなっています。また、項目は違いますが、25ページの日常生活のところでも関連して障がいのある児童・生徒への理解を充実させてほしいという項目もありますので、合わせて人権に関する理解を促す教育や啓発ということが必要だということです。
　　
　２点目は54、58、60ページの災害など緊急事態の対応についてです。災害などの緊急事態で困ることに対しては、「どのように対応すべきか自分で判断し、行動することが難しい」という割合が高く、また情報の入手や避難を家族に頼っているという状況があり、災害時要援護者避難支援制度の認知度も低いということも合わせて、災害などの緊急時対応の充実が大事だと思いました。
　３番目は15、20ページの日常生活についてです。生活をしていく上で困っていることでは、障がいのある方すべてにおいて、「急に体調が悪くなったときの対応」が２位に挙がっています。「必要な時に他の人に介助を頼めない」割合が高いということも合わせて、障がい者および介助者への負担は増大していると感じましたので、そのような支援体制の充実を挙げています。

【木全会長】　ありがとうございました。時間はかかりましたが、皆さんのご意見を聞かなければいけないことだと思います。
　私の意見を述べます。１つ目は相談支援のところをきちんと整備することです。
　２つ目としては、まちづくりなど、いろいろなことも含めて、進んだということが、今回減っていますので、そこを正しく分析し、次の数値目標を具体的に施策と結びつけて立て、３年後は少し増やすことを考えていきたいと思います。
　３つ目は、家族に依存しすぎるということで、それをどのように考えていったらよいのかということが重点施策として挙げるとよいと思います。
　皆さんからも、災害時のこと、情報の周知に関すること、日常生活を含めたサービスのこと、人権のことが出されていますので、次回までに事務局と整理して、どのような形で数値目標化、施策化するのか、次の３年間でどのようにしていくのか提案していきたいと思います。
　石黒委員からの２つご質問がありました。１つ目は、市としてはこれをどのように読んだのかというご質問ですが、市が挙げる３点は何かということです。２つ目は、今回のアンケートは内容的には以前から同じ項目でやっていますが、今後の計画を立てるにあたり、数値が下がったところの分析をどのようにお考えかということです。今すぐに回答できる部分はお答えいただき、他の部分は次回に整理してお答えいただければよいと思います。
【事務局（課長）】　市の視点も皆様方の視点と同じようなものになってきます。事務局としては、１つ目に相談支援の周知が少ないという印象があります。周知についてはかなり以前からしておりまして、今年度基幹相談支援センターを作ったにも関わらず、このような結果が出て、残念な思いはあります。まずは相談支援の充実というものが１つ目の柱になるかと思います。それには、基幹相談支援センターを中心にして、よい形で連携できればと思います。
　２つ目については、差別解消法、虐待防止法などいろいろな制度ができたにも関わらず、なかなか通じていないと感じました。事務局の思いだけが先行して、ご本人は難しいかもしれませんが、ご家族の方や一般の方の制度の周知が全く進んでいないということです。一番大事なことは一般の方に知られるということで、市としては制度の周知が大きな課題だということで、２つ目の柱になると思います。
　３つ目はサービスの関係になります。自立支援協議会と連携しながらやっていますが、本当に必要なときに必要なサービスが受けられているのかということで、自立支援協議会の中でいろいろな部会を立ち上げて検討していただいているところです。ご意見にありましたように、本人と家族で、かなり見方が違っています。27年度から始まる計画利用相談、春日井市としてはセルフプランとして推進していますが、サービスを利用する、しないに関わらず、その方にとってどのようなサービスがあったらよいのか、将来的にどんなサービスを考えておかないと困るのだということも含めて、個別対応の計画を作っておくことで、福祉サービスの利用についてはかなりの部分はうまく進んでいくかと思います。これを真剣にやることで、家族の方の理解も深まっていくのかと思います。逆に言えば、ここから本当の課題というものがみえてくるのかという思いがします。とにかく、計画利用相談を進める中で、市としては必要なサービスを見極めることが重要だと考えております。
【木全会長】　この結果は自立支援協議会の各部会も含めて、同じような形でワークなどもしていただきながら、課題の整理をできるだけたくさんの人と行いたいと思います。計画は上から作り上げたものを下ろすのではなく、下からみんなで作り上げていく形にしないと、広がっていきませんし、わかっていただけないということですので、一緒に努力していきましょう。
（２）第３次障がい者総合福祉計画の骨子案について

【木全会長】　第３次障がい者総合福祉計画の骨子案について、事務局より簡単にご説明ください。

【事務局】　（第３次障がい者総合福祉計画の骨子案について説明）
【木全会長】　これは基本的な国の骨子案なので、大幅に順序を入れ替えたりするということはできないということでご了解ください。この枠の中で、私たちが中身について具体的に工夫して春日井市ならではのものを作るということで、よろしくお願いします。

（３）障がい者施策推進協議会のスケジュールについて
【木全会長】　障がい者施策推進協議会のスケジュールについて、ご説明ください。

【事務局】　（障がい者施策推進協議会のスケジュールについて説明）
【木全会長】　この大まかな枠でしかなく、圏域など、県のほうでいつ報告するのかは後でくるのだと思います。そこに合わせながら、こちらの会議や自立支援協議会の日程をあてはめていく形になると思います。枠としてご了解いただけますか。結構、大変なスケジュールであるということもご了解いただきたいと思います。

　　
（４）地域自立支援協議会について
【木全会長】　地域自立支援協議会との関係について、簡単にご説明ください。

【事務局】　（地域自立支援協議会について説明）
【木全会長】　両方参加されている方や育成会に入りながらなど、いろいろとあるかと思います。市町によって作り方は違いますが、新しい委員の方も春日井の歴史的な経過の中で、このような状態でやっているということをご理解していただきながら、今年度は進めていきたいと思います。
　会議時間が延びてしまったことと、きちんとワークがまとめられなかったことは私の責任です。申し訳ありません。次回は参加しながら、時間通りに充実した内容で進めていきたいと思います。
　では、事務局にお返しします。

【事務局（課長）】　長時間にわたる慎重審議、様々なご意見をいただきありがとうございました。第２回に向け、今日の意見を取りまとめた上で、会長と事務局とで十分な調整をして、次回に重点施策についてのまとめがお示しできるように、お時間をいただきたいと思います。
　これで第１回の障がい者施策推進協議会を閉会いたします。
上記のとおり、平成26年度第１回春日井市障がい者施策推進協議会の議事の経過及びその結果を明確にするためにこの議事録を作成し、会長及びあらかじめ指名する委員１名が署名する。
　　平成２６年８月２１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　木全　和巳　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 署名人　神田　進　　
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